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は し が き 
 

 私ども一般財団法人地方債協会では、1979(昭和 54)年４月の発足以来、毎年度、「地方債

に関する調査研究委員会」を設置し、学識経験者、総務省、地方団体、金融機関等の専門家

の皆様にお集まりいただき、その時々の時代環境に即した地方債に関するテーマについて調

査研究を行っております。この 45 年の間に上梓した調査研究報告書は 49 にも及び、いずれ

も地方債制度の改革とその運用の改善に大いに寄与してきたものと自負いたしております。 

地方債については、特に、地方分権・財政投融資制度改革以降の自由化・市場化の流れの

中で、民間資金による資金調達がますます求められております。このことを踏まえ、近年の

委員会では、円滑かつ安定的な資金調達を行うための起債運営に関する課題・対応策や金融

環境の変化による投資家ニーズの変化、銀行等引受債の現状と課題等について調査研究を行

い、具体的な方策を提言してきたところであります。 

我が国金融市場では、2024(令和６)年３月の金融政策決定会合において大規模金融緩和政

策を変更したことを皮切りに、2025(令和７)年１月の金融政策決定会合では賃上げ動向と米

国経済の不確実性について一定の進展があったとして追加利上げを決定し、政策金利を

0.25％引き上げ 0.5％といたしました。 

そのようななかで本年度は、『わが国における金融環境の変化と地方債の個人消化円滑化

に向けた展望』をテーマといたしました。超低金利環境により発行が控えられておりました

住民参加型市場公募債については、金利上昇を背景とした個人投資家の有価証券投資への高

まりから、再び活発化することが想定されております。 

そのような金利上昇や政府の「資産所得倍増プラン」を踏まえた個人投資家の投資行動の

変化を背景に、金融機関等の調査を参考にしつつ分析を行ってまいりました。具体的には、

個人投資家を対象とする地方債の発行ニーズや実務上の課題について調査し、引受金融機関

が抱えるリスクや実務上の課題も調査・分析しつつ、オンライン販売等の新たな取り組みに

ついても考察し、地方債の個人消化の円滑化に資する商品性、販売方法等の構築に向けた提

言を行いました。 

金融環境が変化しているなか、資金調達手段の多様化が地方債市場へも波及している状況

において、地方団体が安定的に資金調達を継続するためには、資金調達手段や起債運営等に

関して普段から様々な検討を主体的に行っておくことが重要となっています。 

そのような観点からも本報告書が必ずや、地方債資金の安定調達の維持・向上、そして今

後の地方債市場の発展の一助になるものと考えております。 

今後、地方債協会における調査研究をさらに充実したものとしていくためにも、本報告書

に対するご意見、ご感想を頂戴できれば幸いでございます。 

 なお、本調査研究委員会については、日本財団から格別の助成を賜っております。ここに、

同財団に対して深く感謝の意を表する次第であります。 

 

2024(令和７)年３月 
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